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前回（第３回）までの
ＷＧ委員コメントに関する資料提供
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〇内閣府では、防災のための官⺠連携による情報集約・情報共有を図るため、2024年度から新総合防災情報システム
（SOBO-WEB）を運⽤開始している。

〇また、同システムに集約された情報については、デジタル庁が構築する「データ連携基盤」を通じて、⾃治体や⺠間事業者が
構築するアプリに提供できるよう取組を進めている。

○防災のために官⺠連携による情報の集約や、連携強化のための情報共有体制の構築が必要である。

第１回WG 委員コメントへの追加資料①
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〇⾸都直下地震発災時にデータの損失を最⼩限に抑えるためには、ITサービス利⽤側において、BCP（事業継続計画）と整合
性の取れたIT-BCPを定めておき、その中の具体策としてデータのクラウドサービスへの保管等の措置を⾏っておく必要がある。

〇⾏政機関や医療機関でこのような取組を進めるためには、まず、ITサービス利⽤側においてIT-BCPの策定等が必要。

〇⾏政情報や医療情報は特に重要度が⾼く、⼀旦喪失すると深刻な影響が後々にまで及ぶため、⾸都直下地震発災時にデータの損
失を最⼩限に抑えるための取組が必要である。

第１回WG 委員コメントへの追加資料②
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〇東京圏において、都道府県境を越えて通学している学⽣・⽣徒等（19歳以下）は約17万⼈存在。

○都道府県境を越えて通学する⼦供がたくさんおり、通学途中で地震が起きた場合には、⼦供が帰宅困難者になる。そのような状況でい
かにして⼦供の安全を確保するかというのは⾸都圏の⼤きな課題である。⼈⼝の分析の中に、都道府県境を越えて通学している⼦供
の内容もぜひ⼊れていただきたい。

第３回WG 委員コメントへの追加資料①
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（参考）⽣徒等（15歳未満）の他都県への通学状況

15~19歳15歳未満

25,4487,945
東京都

（7.3%）（0.9%）
47,2288,437

神奈川県
（17.0%）（1.3%）

28,1234,308
千葉県

（14.2%）（1.0%）
42,1035,258

埼⽟県
（18.1%）（1.1%）
142,90225,948

東京圏合計
（13.5％）（1.1％）

281,99740,080
（参考）全国

（6.9%）（0.5%）
上段︓他都道府県への通学者数（⼈）
下段︓常住⼈⼝に占める割合

■他都道府県へ通学する学⽣・⽣徒等（19歳以下）の数

埼⽟県

東京都

神奈川県

千葉県
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〇持ち家に住む外国⼈世帯の割合について、東京圏は全国に⽐べて多く（全国︓0.23％、東京圏︓0.52％）、また、増加傾向にあ
る（平成22年︓0.27％ → 令和２年︓0.52％） 。

○能登半島地震では所有者不明⼟地建物が公費解体の妨げになり問題となっているが、都市ではそれに加えて外国⼈所有の建物も問
題になる。東⽇本⼤震災の際、震災後に外国⼈が⼀⻫帰国した。⼟地を所有する外国⼈が帰国した場合に、建物の修繕等について
どのように合意形成するかは⼤きな課題。⾸都圏は特に外国⼈所有建物が多いため、実態を調査してほしい。

第３回WG 委員コメントへの追加資料②

令和２年平成22年

総世帯総世帯

うち外国⼈のみ世帯うち外国⼈のみ世帯

うち持ち家うち持ち家

割合
(C/A)

世帯数
(C)

割合
(B/A)

世帯数
(B)

世帯数
(A)

割合
(C/A)

世帯数
(C)

割合
(B/A)

世帯数
(B)

世帯数
(A)

0.34%189,9552.2%1,220,06955,704,9490.23%117,5121.4%702,80951,842,307全国

0.52%89,4722.7%469,36117,352,0600.27%42,2951.6%250,83815,562,143東京圏

0.65%47,0003.4%247,0527,216,6500.39%25,0042.2%142,9416,382,049東京都

0.40%16,8432.0%84,9844,210,1220.21%7,9831.2%45,6153,830,111神奈川県

0.41%11,4322.3%65,0192,767,6610.17%4,3511.2%30,0422,512,441千葉県

0.45%14,1972.3%72,3063,157,6270.17%4,9571.1%32,2402,837,542埼⽟県

平成22年国勢調査・令和２年国勢調査より内閣府防災作成



〇全般的な⽕災対策におけるソフト対策ではないが、第3回WGで紹介した「地震時等に著しく危険な密集市街地」について、
ハード⾯の取組による最低限の安全性確保だけでなく、⼀層の安全性の確保を図るための地域防災⼒の向上に資するソフト
対策が実施されているところ。

〇具体的には、危険密集市街地におけるソフト対策を、「家庭単位で設備等を備える取組」、「地域単位で防災機能の充実
を図る取組」、「地域防災⼒の実効性を⾼めるための取組」の3つの区分に分類して実施され、国⼟交通省において取りまと
められている。

〇令和５年度末時点で、危険密集市街地の全地区（111地区）において、３つの区分全てのソフト対策を実施。
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○⾸都直下地震では⽕災被害が深刻な問題になりうる。ここでは物的環境の改善対策をはじめとしたハード対策が挙げられているが、近
年の⽕災事例を⾒ると消防⼒や⾶び⽕対策などといったソフト対策の重要性が顕在化している。なので、ソフト⾯の⽕災対策を評
価・推進することも重要である。

第３回WG 委員コメントへの追加資料③

〇地域防災⼒の向上に資するソフト対策の実施状況

出典︓国⼟交通省「地震時等に著しく危険な密集市街地」について
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000086.html
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〇令和６年能登半島地震においては、最⼤約14万⼾で断⽔が発⽣するなど⽔道施設の甚⼤な被害が発⽣。
○能登半島地震での被害を踏まえて国⼟交通省が設置した上下⽔道地震対策検討委員会では、耐震化していた施
設では概ね機能が確保されていたことから、事前防災としての施設の耐震化の効果が再確認された。

〇⼀⽅で、耐震化未実施であった基幹施設（基幹管路、浄⽔場や配⽔池等）が被災したことが広範囲での断⽔の
発⽣につながったことから、基幹施設の耐震化を重点的に進める必要性も確認された。

○⽯川県の⽔道の耐震化率は全国平均よりもかなり低いが、この数値がどれだけ能登半島地震における⽔道被害につながったのかを⽰
すデータはあるか。

〇また、そのようなデータがあるのであれば、東京圏の耐震化率が⾼いことを安⼼してみてよいかどうか、そのデータと照らし合わせて⽰してい
ただきたい。

第３回WG 委員コメントへの追加資料④

配⽔池浄⽔施設基幹管路
(耐震適合率)

63.5％43.4％42.3％全国
77.5％13.2％66.8％東京都
80.9％73.3％73.6％神奈川県
55.6％42.4％62.3％千葉県
75.4％58.3％49.7％埼⽟県
63.6％76.1％37.9％⽯川県

出典︓厚⽣労働省「⽔道事業における耐震化の状況」（令和４年度）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38800.html

注︓⻘字は全国平均以上、⾚字は全国平均以下を意味する。

⽔道施設の耐震化状況（令和4年度）

出典︓国⼟交通省提供



〇個⼈情報保護法等において、個⼈情報を取り扱う者は、原則として、あらかじめ本⼈の同意を得ないで、個⼈情
報を第三者に提供してはならないとされている。同法等において、⼤規模災害等の緊急時には、例外（※）と
して個⼈情報の提供が可能とされている。

〇内閣府では、「防災分野における個⼈情報の取扱いに関する指針」（令和5年3⽉）を作成・公表し、下表のとおり、個⼈
情報保護法等について地⽅公共団体の判断に資するような事例を整理している。
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○建物の被災度測定などで被災状況の収集をきめ細かく⾏おうとすると、個⼈情報保護法とバッティングし簡単に情報を集められなくなる
という課題がある。特にIoT技術を使った技術について、今後その技術を⽤いた災害対応をとるうえでは、個⼈情報保護法との整理を
早急に検討する必要がある。

第３回WG 委員コメントへの追加資料⑤

出典︓内閣府 「防災分野における個⼈情報の取扱いに関する検討会」 防災分野における個⼈情報の取扱いに関する指針（概要版）
https://www.bousai.go.jp/taisaku/kojinjyouho/pdf/shishin_gaiyou.pdf

※同法等において、⼤規模災害等の緊急時、
例外として、⼈の⽣命、⾝体⼜は財産の保護
のために必要がある場合であって、本⼈の同
意を得ることが困難である場合は、あらかじめ
本⼈の同意を得ることなく、特定された利⽤
⽬的の達成に必要な範囲を超えて個⼈情報
を取り扱うことができるとされている。
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〇地震発⽣後のエレベーターの早期復旧については、平成30年の⼤阪府北部地震で、⼀部、運転復旧への対応に
⻑時間を要したことを踏まえ、国⼟交通省において、エレベーター保守事業者に対し体制強化を要請するほか、
「⾃動診断・仮復旧システム」の普及促進（令和４年度から予算⽀援）等により対策を進めているところ。

○超⾼層マンションにおける在宅避難では、エレベーターが⽌まると避難者の⽣活に⽀障をきたし、結局避難所に⾏くという選択肢を取って
しまうおそれがある。超⾼層マンションでの在宅避難を具現化するためには、余震の度に停⽌するエレベーターの復旧体制を構築する
など、⽣活の本当に困っているところを解決しなければならない。

第３回WG 委員コメントへの追加資料⑥

出典︓国⼟交通省「⼤阪府北部を震源とする地震によるエレベーターの被害状況の分析と
対策の実施状況について」（令和元年６⽉）

■⼤阪府北部地震を踏まえたエレベーターの地震対策■⼤阪府北部地震における復旧状況

出典︓国⼟交通省「エレベーターの地震対策の取組みについて（報告）」（令和２年７⽉14⽇）



〇東京都では、⼀時滞在施設の開設・運営状況等を収集し、帰宅困難者にリアルタイムに情報発信できるよう、
下記のような取り組みを進めている。

〇滞留者の受⼊施設の被災状況等が滞留者に⼀⽬でわかるようなソフトの整備を進めるべきである。

第３回WG 委員コメントへの追加資料⑦

9出典︓東京都「シン・トセイ２ 都政の構造改⾰ＱＯＳアップグレード戦略 version up 2022」
https://www.sp.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/shintosei2/index.html


